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第５章 記述型AHPによる評価法の理論と 
実施手順 
5．1 改良 AHPによる従来の主な評価法 
 AHP は，代替案評価法として便利で役立つ手法であるという認識が高まり，
序論でも触れたように近年では VE 活動などでも，構想設計案評価法として活
用されるケースが多くなっている． 
 しかし，その一方では，代替案評価の新しい視点を取り入れて，より現実の
意思決定過程に近づけるための研究も行なわれており，いわゆる｢改良 AHP｣の
研究・開発も盛んである． 
 例えば，AHPの開発者である Saaty自らが考案した｢Inner Dependence法(内
部従属法)｣や｢Outer Dependence法(外部従属法)｣[31]が知られているが，これ
らの最大の特徴は，AHP の大前提(各評価項目間，各代替案間，あるいは評価
項目と代替案は独立であるということ)を覆したことである． 
 Inner Dependence法の場合は，各評価項目間あるいは各代替案間で従属関係
を別途一対比較により測定し，当該の従属関係を内包した評価方法をとること
に大きな特徴がある． 
 また，もう一方の Outer Dependence 法は，各評価項目の重みが意思決定上
の目的から一意に決定されるのではなく，各代替案毎に決定され，それが異な
ってもよいことを前提にしている．このように階層構造の異なるレベル間(例え
ば，評価項目と代替案の間)に従属性があるときには，それらの関係を同時に表
現できる Super matrixを用いて分析し，各評価項目と各代替案の評価値が一定
値に収束するという特性を利用して，総合評価値を求める． 
 この方法は一般にネットワーク関係にある要素に対しても適用可能であり，
ANＰ(Analytic Network Process) [32]と Saatyは名づけている． 
 いずれの場合も，現実の意思決定場面では，評価項目間や代替案間あるいは，
評価項目と代替案の間にも従属関係が生じる場合が有り得るということを肯定
的にとらえて AHPを改良した点が大きな共通点である． 
 さらに，最近では木下，中西等が提唱した支配型 AHP[33]なども代替案評価
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の新しい視点を提供している．この評価法の場合は，特定の代替案(支配代替案
と呼称)を念頭にそれを評価しやすいように評価項目の重要度を決めていくア
プローチをとる．この方法では，支配代替案に関する評価項目の重要度が得ら
れれば，他の代替案(服従代替案と呼称)に関する評価項目の重要度も容易に推
定でき，しかも総合評価においても常に同じになるという，極めて合理的なア
プローチである．この方法は上述した Saatyの２つの改良 AHPとは違うが，そ
の根底にある思考は，人間の様々な意思決定パターン(評価項目や代替案が時に
従属関係にあったり，ある意思決定が特定の代替案を念頭になされるなど)を肯
定しようとする姿勢である． 
 つまり，AHPが許容しない様々な人間の意思決定特性を肯定して改良されて
いる点で，Saatyの２つの改良 AHPに通じるものがある． 
 このような改良 AHPは，そういう意味では現実の人間の意思決定に近づけて，
意思決定者自身の納得性を高めようとする｢記述型モデル｣の一種といってもい
いだろう．上述した３つの改良 AHPの意思決定に関する階層構造を整理すると
それぞれ図 5．1，図 5．2，図 5．3 のようになる．   
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図 5．1 Inner Dependence(内部従属)を示す階層構造図 
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図 5．2 Outer Dependence(外部従属)を示す階層構造図 
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あと，改良 AHPの観点としては，一対比較の尺度に用いる数字をどのように扱
うかという問題もある．AHP では通常 Saaty の提案する線形尺度(1～9)を扱う
が，指数尺度を提案している例[34]などもある．その他にも種々の尺度が提案
され改良 AHPの重要な問題の一つになっている． 
 以上述べてきた主な改良 AHPは，そのほとんどが現実の人間の意思決定に近
づけるために努力だと言ってもいいだろう． 
 しかし，以上述べてきた改良 AHPは，意思決定者が評価した評価結果そのも
のに目を向けたものではない． 
 一方，現実の意思決定場面，特に本研究で扱う構想設計案評価の場面(1．3
で述べている２つ目の課題に対応)では，評価者自身が自らの評価結果に矛盾
(評価の整合性が悪い)を感じ，自らの評価に納得しない場合を想定している．
このような場合には，評価構造を明確に整理して，当初決定した評価項目の重
要度(初期重要度)を矛盾の程度に応じて修正させるという考え方(2．3．2 参照)
も成り立つ． 
 元来AHPでは，矛盾は基本的にはあってはならないと考え，典型的な矛盾現
象の一つとも言える選好順位逆転現象注 4)はどのような場合にも起きないよう
な工夫がなされてきた[35] [36]．しかし，逆転現象があってはならないのは意
思決定構造が不変で評価結果も変化がない場合だけである． 
 逆に言えば，意思決定環境が変化し，意思決定構造や目標が途中で変われば，
当然選好する代替案の順位も変わるのは当然である．このような背景から，田
村等は非合理な逆転現象は排除し，合理的な逆転現象は適切に表現できる記述
型 AHPを提唱している[14]． 
 本章で提案する｢記述型 AHPによる評価法｣は，この記述型 AHPを基本思考
に据えて，評価結果に感ずる矛盾(一対比較の整合性など)と評価項目数の関係
も考慮し，構想設計案評価法として洗練化したいわゆる｢改良記述型 AHP｣とし
て提案するものである． 
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5．2 本評価法の展開理論 
 本評価法は，前節で述べた記述型 AHP を基本思考にするわけだが，その最
大の特徴は，評価者の評価結果に至る構造を明確にして，その結果を評価項目
毎の重要度の修正情報として有効利用する(2．3．2．参照のこと)ことである． 
 これによって，評価者自身の評価構造が意思決定に反映されるので，評価結
果に対する評価者の納得性が高まることが期待される． 
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図 5．4 記述型 AHP の概念図 
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 また，本評価法では，各評価項目の達成基準として希求水準(一般には及第点)
を導入し，その希求水準も含めた｢希求水準一体型 AHP｣によって各代替案評価
を行なう．この評価の際には，希求水準を“１”に正規化した値で代替案の重
要度を求めるので，通常の AHPで発生すると言われる｢不合理な選好順位逆転
現象(ある代替案を評価結果から削除しただけで，残りの代替案の順位が入れ替
わってしまう現象)｣も防止することができる．上述した内容を概念図で示すと
図５．４のように整理できる． 
 記述モデルの観点から，本手法の特徴の一つである初期設定の重要度を修正
するための理論式の展開を示す．初期設定の重要度を修正するためには，まず
最初に状況評価値 S（2．3．2 参照）を求める必要がある． 
Wj：代替案jの重要度 
Si：評価項目iに関する状況特性値 
A：ある評価項目のもとで L個の代替案を比較した L×Lの一対行列 と
すると，このとき 
)( jkaA =
   qaq jk ≤≤1                        (5．1) 
が成立する 
q ：評価尺度(通常 q=9) 
代替案j ，kのウエイトを各々Wj ，Wkとすると
k
j
jk W
Wa = が成り立つので 
(5．1)式は，(5．２)式のように表せる． 
   q
W
W
q
k
j ≤≤1                       (5．2) 
代替案kが希求水準にあるときは，Wk=1が成り立つので(5．２)式は 
   qWq j ≤≤1                       (5．3) 
となる． 
したがって， 
                       (5．4) 1log1 ≤≤− jq W
が成り立つ．またWj ，j=1,2,…..Lの幾何平均をとると同じく 
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0≦S≦1
と定義すると，この Sは，L個の代替案の平均重要度の希求水準からの偏差を
表しており，これが状況特性値である．したがって，評価項目iに関する状況特
性値はSiで示される． 
 また評価項目iのもとで代替案を評価し，その状況特性値がSi ，またAHPによ
る一対比較の整合度の値をCIで示すと，評価項目iの基本重要度KiBは，調整重
要度Kiとなり(5．8)式で示される． 
 
                      (5．8) 
)(CIf
i
B
ii SKK ×=
 
 なお，f(CI)は，CIに関する単調増加関数であるが，CI値が０の時(すなわち整
合性が完全な状態)には状況特性は加味せず，f(CI)=０とする．つまり，状況特
性はあくまで重要度修正の二次的な情報として扱うことを意味している． 
つまり，重要度修正の主要情報はあくまでも一対比較の整合度であり，f(CI)で
示される単調増加関数ということになる． 
また となる場合には，K1
1
≠∑
=
n
i
ik iの和を１になるように正規化する． 
 なお，f(CI)で示される関数は，前述したように一対比較の整合度で決まる関
数であるが，その中身については，次節の実施手順の中で触れることにする． 
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5．3 本評価法の実施手順 
 提案評価法の最大の特徴は，評価者の評価結果に至る構造を明確化して，初
期設定した評価項目の重要度を修正することにあるが，一連の手順を示すと図
図５．５のようになる． 
 
1.構想設計案評価項目の設定 
 
 
2.各評価項目の初期重要度の設定
 
４.評価項目毎に各代替案の選好度(重要度)の算定(選好特性) 
6.当該評価項目の重要度の修正(＋or
3.各評価項目の希求水準の設定
一対比較の整合度
は完全？ 
No 
5.評価項目毎に状況特性値の算定
6.当該評価項目の重要度
の修正(＋方向) 
７．各構想設計案の評価
YES 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5．5 提案評価法の実施フロー図 
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5．3．1 (手順１)構想設計案評価項目の設定 
 本評価法の適用は,製品開発活動(特に設計 VE 活動など)での活用を前提に
しているので，評価項目は要求機能に対応させている． 
    また，顧客満足に直接関連する VE の価値向上の観点からの評価を行うた
め，各要求機能の経済面と技術面の両観点を，各要求機能の達成度評価に必要
な下位の評価基準として位置づける．(図５．６参照) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
F１：要求機能 F２ ：要求機能 Fｎ：要求機能
目的：価値向上が望める構想設計案の選択
経済面 技術面 経済面 技術面 経済面 技術面
上位評価項目
下位評価項目
   図 5．6 構想設計案評価項目の階層構造図 
 
 
 
5．3．2  (手順２)各評価項目の初期重要度の設定 
 今回のケースでは，下位評価項目のみを重要度修正対象レベルとしているが，
状況によってはどのレベルの評価項目を重要度修正対象にしても構わない．(本
ケースの場合は，要求機能の重要度設定ではほとんど矛盾なく決定できている
という想定である．) 
上位評価項目である要求機能Fiの重要度WiをAHPで算出する． 
ただし，                         (5．9) ∑
=
=
n
i
iW
1
1
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 また，要求機能Fiの下位評価項目である経済面と技術面の初期重要度はそれ
ぞれ， ， とする．この初期重要度もAHP(２項目なので単純な一対比較) 
で算出する． 
1B
iW 2
B
iW
 
 ただし，∑                       (5．10) 
=
=
2
1
1
X
B
i
XW
 
 
5．3．3  (手順 3)各評価項目の希求水準の設定 
 各要求機能 Fiの経済，技術両面の希求水準を , とする． )1(iF
)2(
iF
 なお，許容原価Cは各要求機能Fiへ重要度比率で配分されるものとし，各機能
別目標コストCiは(5．11)式で求まるものとする．また，各機能別目標コストCi
は経済面の希求水準 と同義とする． )1(iF
    CWC ii ×=                       (5．11) 
                            (5．12) ii CF =)1(
 また技術面の希求水準 は要求機能F)2(iF i毎に設定される技術目標値が対応す
る． 
 
5．3．4  (手順 4)評価項目毎に各代替案の選好度(重要度)の算定(選好特性) 
 各要求機能Fiの下位評価項目(経済面，技術面)ごとに，各構想設計案の選好
度(重要度)を｢希求水準一体型AHP｣で求める． 
 希求水準一体型 AHPとは，希求水準を各構想設計案に含めて通常の AHPに
よる一対比較を行い，求めた重要度を希求水準の重要度が１になるように正規
化する方法である．したがって，この方法で各構想設計案の重要度を求めると，
希求水準達成の場合重要度は１以上になり，希求水準未達成の場合には１未満
の重要度ということになる． 
 要求機能Fiの経済面の評価項目に関する構想設計案jの重要度は で， ),()1( jiW
同様に要求機能Fiの技術面の評価項目に関する構想設計案 jの重要度は
とする． ),()2( jiW
 ところで，ここで求めた各構想設計案の重要度は，そのまま評価者の各構想
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設計案に対する選好度でもある． 
 本評価法では，その選好度に対して評価者が納得するかどうかは，その評価
結果に対して評価者自身が抱く矛盾の感じる程度に関わっていると想定する． 
 したがって，この矛盾を感じる程度を示す尺度として，AHP の整合度 C．
I(Consistency index)を活用することにする．   
 
5．3．5 (手順 5)評価項目毎に状況特性値の算定 
 各評価項目(各要求機能Fiに対応) の経済面，技術面毎に各構想設計案jの重要
度W(1)( i , j ) や W(2)( i , j ) の幾何平均値を求めて，この値が当該評価項目に対
する構想設計案集合の状況を示す値としてとらえる．いわば，当該評価項目に
対する構想設計案集合の関心度といってもよい． そして求めた幾何平均値と希
求水準の重要度(=１)との比の対数を求め，その絶対値を状況特性値とする． 
 Si(1):Fiの経済面の評価項目に対する構想設計案集合の状況特性値 
 Si(2):Fiの技術面の評価項目に対する構想設計案集合の状況特性値 
  q: AHPの一対比較のスケール (ただしq=９とする)注 5)
∏
=
=
L
j
LX
q
X
i jiWS
1
1)()( ),(log ( X=1,2)          (5．13)  
  0≦ Si(X)≦1                                                  (5．14) 
  
 本論文ではW(X)( i , j )を固有ベクトル法注６)[37]の代わりに対数最小二乗法
(LLS) 注 7) [38]で求めているので，その理論的背景から， qaq jk ≤≤1 (q=9)の連
続実数値で一対比較値の設定が可能である． 
  なお，固有ベクトル法と対数最小二乗法(LLS)で求める重要度にはほとんど差
がない[38]ので，運用上の問題はない． 
5．3．6 (手順 6) 当該評価項目の重要度の修正 
  通常，AHPでは各評価項目毎に求めた各構想設計案の重要度に，当初設定
した各評価項目の重要度を乗じて各構想設計案の総合重要度を算出する． 
 しかし，本評価法の場合は，すでに第２章でも言及しているように，選好特
性の整合度に，手順５で求めた状況特性値を加味して，評価者の納得性を高め
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る方向で当該評価項目(本ケースでは各要求機能の下位評価項目である経済面
と技術面のレベル)の初期重要度の修正作業を行なう．具体的な修正作業の考え
方は以下の通りである． 
  AHP理論からいっても当然評価結果は第一に尊重されるべきであり，選好
特性の C．Iが 0(整合性が完全にとれている状態)である限りは状況特性値の影
響はいっさい考えない．しかし，C．Iが０より大きい(一対比較の整合性が完
全ではない状態)場合は，その整合度の不完全さの程度に応じて状況特性値をそ
の評価項目の重要度の修正に反映させることにする． 
 具体的には C．Iが０に近い(整合度の不完全性が小さい)場合は，あまり状況
特性値の大小は当該評価項目の重要度の修正に影響を与えないようにするが，
０から離れる(整合度の不完全性が大きい)ほど，状況特性値の大小が当該評価
項目の重要度の修正に大きな影響を与えるようにするわけである． 
 ゆえに，要求機能 Fiの下位評価項目である経済面と技術面の修正重要度をそ
れぞれ， ， とすると 1AiW 2
A
iW
)()( CIfX
i
B
i
A
i SWW XX
××=  (ただし， に正規化する)         (5．15) 12
1
=∑
=X
A
i
XW
となる． 
 なお，許容されるべき整合度 C．Iは通常 0．1～0．15程度といわれているの
で，この値を境に状況特性値の影響度の方が大きくなるようにする． 
 しかし本評価法では，許容されるべき整合度を固定的に考えずに，一対比較
すべき評価項目数が少ないほど厳しくなる設定(逆に言えば，一対比較すべき評
価項目数が多い場合は多少緩くする)にしている． 
 すなわち，状況特性値に CIを反映される際のパラメータα算出の工夫は以下
の式(5．16)，(5．17)，(5．18)に示す通りである． 
  
   CIlCIf ×= )()( α                                           (5．16)  
 
   
)(max
1)(
lCI
l =α                                            (5．17) 
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                0.03(l-1) (3≦l≦4 ただし lは整数) 
 
   max CI(l)＝                                            (5．18) 
               
         0.01(l+6) (5≦l≦9ただし lは整数) 
 
 CIは AHP の一対比較の整合度 (CI≧０)を示しており，f(CI)は一対比較の曖
昧さを状況特性に反映させる度合を示す関数(f(CI)≧０)である． 
 lは一対比較要素の数注8) (希求水準と構想設計案の合計数)(3≦l≦9  ただしl
は整数) であり，α(l) (α(l)>０)はCIが正である場合にその大きさを関数f(CI)
に反映させるためのパラメータである． 
 またmax CI(l) 注 9）はlの数に応じて許容できるCIの上限を決定するための関数
である．
 f(CI)は各評価項目毎の一対比較の不完全さの程度を状況特性値Si(X)に反映さ
せる度合を示しており，CIに関しての単調増加関数である． 
 なお，f(CI)のパラメータα(l)は，一対比較の数 lに応じて許容される最大 CI
である max CI(l)の逆数が対応しており，max CI(l)に対して f(max C.I(l))＝１と
なり，当該評価項目の重要度がW S 積でW が求められるられるよう
に設定している． 
XB
i と の  
)( X
i
XA
i
  なお，本評価法では を求めるために f(C.I)のパラメータα(l) を lに応じ
て可変にした点も大きな特徴である．通常は lの値に関わらず，max CI(l)=0.1(あ
るいは 0.15)としているケースが多いが，実際には l(l-1)/2の割合で一対比較の
数が増えるため，lが大きいほど整合性を保つ困難度が高まるのは自然である．
したがって，lが大きいほど max CI(l) も大きくし，逆に lが小さい場合は max 
CI(l)を小さくできるように可変にした方がより実際的である． 
XA
iW
 そこで，整合比 C．R＝CI/Ｍ(Ｍはランダム整合度)が 0.1 以下であれば一般的
に一対比較の整合がとれていると判断してよいので，刃根が求めたランダム整
合度表[39]を活用して，それぞれの lに応じて max CI(l)を求める関数(ただし(3
≦l≦９)を導いている． 
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  なお， であり，CIの大小と状況特性値の大小の関連による当
該評価項目の初期重要度 に対する影響度は，あくまでも 1 と 2 の
両評価項目に対する相対的な影響度の大小による．
1
2
1
=∑
=X
A
i
XW
XBW i i
 
済面，技術面の確定重要度を ， とすると， 
   ii WWW ×= (x=1,2)               (5．19) 
   
   ( Sj>0)                 (5．20) 
                                     (5．21) 
 
 
BW BiW
 
5．3．7 (手順 7)各構想設計案の評価 
 希求水準の総合評価値minSを一つの目標(いわゆる及第点)として，各構想設
計案jの総合評価値Sjの優劣を定量的に把握する． 
 なお，各構想設計案の総合評価値Sjは，各要求機能Fiの重要度Wiを加味して
求める． 
 また，要求機能Fiの重要度Wiを加味してそれぞれの下位の評価項目である経
AX X
1
iW
2
iW
i
∑
=
=
2
1X
jS ∑
=
×
n
i
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i
X WjiW
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注 4) 選好順位逆転現象 
 AHPの一対比較評価によって決定した選好順位(いわゆる代替案評価の優先順
初の評価でＡ案が１位、Ｂ案が２位だったものが，後の
現象が起こってもやむを得ないケース
削除等によって残った代替案
，希求水準を”１“に正規化した値で代替案の評価を行なって
位)に逆転現象(例えば，最
評価ではＡ案が２位でＢ案が１位になることなど)が起こることをいう． 
 このような選好順位逆転現象が起こるケースとしては以下の２つが考えられる．
①一対比較の整合性が取れていない場合 
②代替案の追加や削除によって意思決定の階層構造に変化が生じる場合 
 このようなケースの場合は選好順位逆転
(合理的に説明可能な選好順位逆転現象)といえる． 
 一方で，｢一対比較の整合性がとれていて，階層構造に変化がない｣状態では，選
好逆転逆転現象が起こりえないはずなのに，代替案の
の選好順位逆転現象が起こる場合もあり，このような現象を｢非合理な選好順位現
象｣と呼んでいる． 
 本評価法では，このような非合理な選好順位逆転現象を発生させないように｢希
求水準一体型AHP｣で
いる． 
注 5) AHPの一対比較のスケール 
 AHPの一対比較値は通常 Saatyの提唱した１～９(逆数関係では 1/9～１に対応)の
評価法もこの線形尺度を一対比較値の尺度とし線形尺度で示すのが主流なので，本
て採用している． 
注 6) 固有ベクトル法 
 AHPの一対比較行列A=[aij]の最大固有値(主固有値)を求めることである．つまり， 
題 一対比較行列の固有値問
Au=λu を満たす n次元ベクトル uが存在するスカラーの中で最大なスカラーλを
解くことである． 
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注 7) 対数最小二乗法(Logarithmic least square method: LLS) 
この方法は一対比較値に対する誤差モデルから求める統計的方法である． 
すると，対数最小
 
N個の項目の一対比較行列をA=[aij]，第I項目の真の重要度をWiと
二乗法では誤差モデル 
ij
j
i e
W
w=    i, j=1,…….            (１) ij n
基づく．ここで
a
， ijε は誤差を で るに 表す確率変数で常に正 あ と仮定する． 
１)の両辺を対数変換すると 
にするモデルとして 
+−
n n
wwa )loglog(log           (３
が考えられる．(３)式の最適解は対数最小二乗法で推定した重要度と一致し，固有
法に極めて近い値を得る． 
(
ijjiij ewwa loglogloglog −=   i, j=1,…….n    (２) +
となる． ijelog をまとめて最小
∑∑
= =i j
jiij
1 1
2 ) min
 
値
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 8) 一対比較要素の数 
 本提案評価法の中で提案している希求水準一体型 AHP も一対比較による相対評価
対比較の対象数が多すぎると全体的スケールで物事を見法である．したがって，一
て比較することが困難になる．そこで本提案評価法でも，AHPの通常の活用例に習
い対象数を９つ以下に設定した．したがって，整合性の判断が必要になる範囲とい
うことで，希求水準と構想設計案の合計数は３つ以上，９つ以下の範囲に設定して
いる． 
注 9) 関
                 ｎ：一対比較の対象数， Ｍ：ランダム整合度の平均値 
数式 max CI(l)について 
maxCI(l) を求める関数式(5.18)は刃根の求めたランダム整合表から，整合比 C.R が
ら求めている． 0.1以下であれば合格とする判断か
ｎ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 
M 0.00 0.00 0.58 0.90 1.12 1.24 1.32 1.41 1.45
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